
                              １５健地衛第７６６号 

                                                     東京都生活衛生審議会 

 

 

  下記の事項について、貴会の意見を求めます。 

 

 

   平成１５年１１月２１日 

 

                                     東京都知事  石  原  慎  太  郎 

 

 

記 

 

諮問事項１ 興行場の構造設備及び衛生措置の基準等について 

（諮問理由） 

  近年、映画館や演劇場などの興行場では、施設形態の多様化が進むとともに、各施設

において、喫煙率の減少や健康に対する配慮から、全館禁煙又は分煙を志向する傾向が

強まっている。 

  また、現代社会における都民生活の実態や都民ニーズに対応するため、営業時間の制

限の見直しが求められている。 

  これらの状況を踏まえ、興行場の構造設備及び衛生措置の基準等について諮問する。 
 

諮問事項２ プールの構造設備及び衛生措置の基準等について 

（諮問理由） 

近年、プールにおいては、レジオネラ症の原因となるレジオネラ属菌の汚染の危険性

が指摘されている。また、小児を中心としたプール熱（咽頭〔いんとう〕結膜熱）等の

発生が大幅に増加している。 

さらに、プール営業における企業間の合併等が進む中で、手続の見直しが求められて

いる。 

これらの状況を踏まえ、プールの構造設備及び衛生措置の基準等について諮問する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



諮問事項１（別紙１） 

興行場の構造設備及び衛生措置の基準等について 

１ 背  景 

  近年、映画館や演劇場などの興行場では、観賞のしやすさや臨場感、舞台との一体感

など、観客重視の設計を多く取り入れた施設形態の多様化が進んでいる。また、各施設

において、喫煙率の減少や健康に対する配慮から、全館禁煙又は分煙を志向する傾向が

強まっている。これらの状況から、施設の構造設備基準の見直しが求められている。 

  さらに、現代社会における都民生活の実態や都民ニーズに対応するため、営業時間の

制限の撤廃など衛生措置基準の見直しが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 興行場施設の構造設備及び衛生設備の基準等のあり方 

  興行場の施設形態の多様化、受動喫煙の防止及び都民ニーズへの対応等の観点から、

興行場施設の構造設備及び衛生措置の基準等のあり方については、次のとおり見直すべ

きである。 

 (1) 便所の構造等のうち設置場所の緩和 

  ・ 現行では、便所は各階ごとに設置することとされているが、その階の直上階又は

直下階に便所を設ければ、当該階に設けなくても公衆衛生上支障がないと営業許可

権者が認める場合には、緩和できるようにする必要がある。 

 (2) 喫煙所の構造等の緩和等 

・ 全館禁煙を行う施設については、その旨の表示及び利用者への周知を課すことに

より、喫煙所を設けなくてもよいものとする必要がある。 

・ 喫煙所に関する各階ごとの設置義務及び合計床面積の確保義務を撤廃する必要が

ある。 

・ 観覧場に煙が侵入しないだけでなく、ロビーなど喫煙所以外の場所にも煙が侵入

しない構造とする必要がある。 

 (3) 営業時間等の制限の撤廃 

   営業時間及び休憩時間の制限を撤廃する必要がある。 

 

 

 

 

 

興行場法は、営業者に対し、施設の換気、照明、防湿及び清潔その他入場者の衛生

に必要な措置を義務付け、当該措置基準を条例で定めることとしている。これを受け

て、都の条例では、次の基準等を定めている。 

①興行場の設置場所 ②換気設備 ③照明設備 ④防湿構造 ⑤便所の構造等 

⑥喫煙所の構造等 ⑦飲食物の販売施設 ⑧観覧場等の空気の衛生基準 

⑨営業者が講ずべき措置 ⑩営業時間等 ⑪管理者の設置 

興行場関係法令のしくみ 



諮問事項１〈参考資料１〉 

興行場施設の構造設備及び衛生設備の基準等のあり方 

 
 
 
●便所の設置例 

 
 
 
 
 
 

 

 

●喫煙所の例 

  

 

 

 

 

       

 

 

 

      

      

 

 

  

 

 

 

●営業時間等 

 

 

 

 

 

 

煙 
喫煙所以外に煙が

侵入しない構造 

客席 
舞台 

出入口 

出入口 

ＷＣ 

ＷＣ 

ＷＣなし 

１階 

２階 

３階 

直上又は直下階に設け公衆

衛生上支障がなければ可 

煙 

煙のもれ 

換気扇 
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・営業時間 

  原則として午前８時から午後１０時まで 

・休憩時間 

  おおよそ 2 時間 30 分ごとに5 分間以上の

休憩 

 規定撤廃 

ロビー 
観覧場 観覧場 

喫煙所  

換気扇 

①全館禁煙の場合、その表示と利用者への周知により喫煙所を設けなくてもよい。 

②喫煙所に関する各階ごとの設置義務及び合計床面積（観覧場の 1/20 以上）の確保義務を撤廃 

③観覧場だけでなく、ロビーなど喫煙所以外にも煙が侵入しない構造。 

観覧場の 1/20 以上の面積

の喫煙所を必置 



諮問事項１〈参考資料２〉 

興行場の施設数及び許可数の推移 

 

１ 施設数の推移（平成１０年度～平成１４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 許可数の推移（平成１０年度～平成１４年度） 

  総 数 映画館 演劇場 
スポーツ

施設 

多目的 

使用施設 
その他 

区 40 10 5 0 13 12 平成１０年

度 都 2 
42 

1 
11 

1 
6 

0 
0 

0 
13 

0 
12 

区 29 18 4 0 6 1 平成１１年

度 都 3 
32 

1 
19 

0 
4 

0 
0 

2 
8 

0 
1 

区 43 24 5 1 6 7 平成１２年

度 都 12 
55 

6 
30 

0 
5 

2 
3 

4 
10 

0 
7 

区 22 4 3 0 13 2 平成１３年

度 都 3 
25 

1 
5 

0 
3 

0 
0 

2 
15 

0 
2 

区 59 35 4 0 16 4 平成１４年

度 都 3 
62 

0 
35 

0 
4 

1 
1 

2 
18 

0 
4 

 

 

 

 

 

 

  総  数 映画館 演劇場 
スポーツ

施設 

多目的 

使用施設 
その他 

区 515 164 84 24 205 38 平成１０年

度 都 102 
617 

27 
191 

6 
90 

7 
31 

54 
259 

8 
46 

区 531 178 86 24 207 36 平成１１年

度 都 103 
634 

26 
204 

6 
92 

7 
31 

56 
263 

8 
44 

区 549 197 85 25 204 38 平成１２年

度 都 111 
660 

29 
226 

6 
91 

8 
33 

60 
264 

8 
46 

区 555 199 86 25 211 34 平成１３年

度 都 122 
677 

39 
238 

5 
91 

8 
33 

62 
273 

8 
42 

区 585 216 90 25 217 37 平成１４年

度 都 123 
708 

37 
253 

5 
95 

9 
34 

64 
281 

8 
45 



諮問事項２（別紙２） 

プールの構造設備及び衛生措置の基準等について 

１ 背 景 

近年、プールにおいてレジオネラ症の原因となるレジオネラ属菌の汚染の危険性が指摘

されている。また、小児を中心としたプール熱（咽頭〔いんとう〕結膜熱）等の発生が大

幅に増加しており、本年度の発生件数は過去 5 年間の年平均の 2 倍以上となっている。こ

れらの状況から、小規模なプールを含めプールに起因する疾病発生の防止対策が求められ

ている。 
また、プール営業における企業間の合併等が進む中で、手続を適正、簡略に行うことが

できる制度が求められている。 
  
 
 
 
 

  

２ プールの構造設備及び衛生措置の基準等のあり方 

●プールに起因するレジオネラ症やプール熱等の発生予防対策の観点から、プール水の衛

生措置を次のとおり見直すべきである。 

(1) レジオネラ症発生防止対策 

・新たに経営者が守るべきプール水の水質基準及び水質検査として、加温装置を設け

て温水を利用する場合の措置を定める必要がある。 

① プール水からレジオネラ属菌が「検出されないこと」 

② 同菌に関する自主検査を年１回以上行うこと 

・プール水の汚染源となる水位調整槽及び還水槽について、次の内容を定める必要が

ある。 

①清掃・消毒のできる構造とすること 

②適正な維持管理を行うこと 

(2) 経営許可（届出）施設で小規模な貯水槽施設も衛生管理の対象とする措置（疾病発

生防止対策） 

・プールの経営許可（届出）施設のうち、幼児用プールやジャグジーなど施設内の小

規模な貯水槽（５０立方メートル未満）については、これまで経営者が講ずべき措置

の基準（水質基準・水質検査等）の対象外であった。しかし、プール貯水槽の衛生管

理を確保するためには、規模の大小を問わずすべての貯水槽を対象とすべきことから、

衛生管理の対象となる「プール水」の概念を新たに設定し、「施設に存する水泳者が

水泳、水浴に利用する貯水槽に貯水される水」と定義する必要がある。 

 (3) 経営許可（届出）不要な小規模施設の準用措置（プール熱等発生防止対策）・保育

園等の小規模プール（貯水槽容量５０立方メートル未満）など、経営許可（届出）の

「東京都プール等取締条例」（以下「条例」という。）は、プール等について構造設備及

び衛生措置の基準等を次のとおり定めている。 

 ①目的 ②プール等の定義 ③許可基準 ④手数料 ⑤措置の基準 ⑥管理者の設置 

⑦報告の聴取及び立入検査 ⑧使用停止及び措置命令 ⑨許可の取消し  

東京都プール等取締条例の内容 



不要な施設については、経営許可（届出）施設に準じて設備・管理を行うよう努める

必要がある。 

●プール営業における合併・相続等の手続を適正、簡略化する観点から、他の環境衛生

関係営業施設と同様に、合併・相続等についての承継制度を設けるべきである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



諮問事項２〈参考資料１〉 

プールの構造設備及び衛生措置の基準等のあり方 

①プール水のレジオネラ症発生防止対策 

●水質基準・水質検査               
 

 

集毛器 

プール本体 

●水位調整槽の例 

ポ
ン
プ 

ろ
過
器 

プール本体 

塩
素
滅
菌
機 

ろ
過
器 

集毛器 

塩
素
滅
菌
機 

・現行の水質基準に「レジオネラ属

菌不検出」の基準を追加 

・現行の水質検査に同菌の水質検査

（年１回以上）実施を追加 

加
温
装
置
あ
り 

 

現行どおり 

●還水槽の例 

水位調整槽（プールに水を補給す

るための水槽） 

清掃・消毒のできる構造とし、適

正に維持管理する 

還水槽（オーバーフロー水を回収し循環させるための水槽） 

清掃・消毒のできる構造とし、適正に維持管理する 

水質基準 

ｐＨ、濁度、過マンガン酸カリウム

消費量、遊離残留塩素、大腸菌群、

一般細菌 

水質検査 

・毎月水質検査実施（遊離残留塩素

は毎時） 

加
温
装
置
な
し 

ポンプ 



諮問事項２〈参考資料２〉 

 

②水質基準等の適用範囲          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③経営許可（届出）不要施設で小規模な施設の扱い 

 

 

 

 

 

 

④法人合併、相続等に係る承継手続 

 

 

 

 

 

 

 

プール本体(５０立方メートル以上) 
 

従来から水質基準、水質検査の対象 

ジャグジー

など 

幼児用プール

(50 立方メー

トル未満) 

50 立方メートル未満の水槽の

みの施設（保育園等）は、現在、

条例対象外 

経営許可（届出）施設に準じて、設

備・管理を行うよう努める 

承継届出による手続を規定 

届出のみとする（手数料なし） 

衛生管理の対象となる

「プール水」の概念を新

たに設定し、大小を問わ

ず水質基準・水質検査の

対象とする 

法人合併、相続等に伴う、廃業

届出、新規許可申請が必要 



諮問事項２〈参考資料３〉 

 

プール等施設の施設数及び許可、廃止数の推移 

 

１ 施設数の推移（平成 10 年度～平成 14 年度） 

 総 数 許可プール 届出プール 

区 2,107 486 1,621 
平成 10 年度 

都 1,158 
3,265 

281 
767 

877 
2,498 

区 2,095 477 1,618 
平成 11 年度 

都 1,157 
3,252 

280 
757 

877 
2,495 

区 2.078 477 1,601 
平成 12 年度 

都 1,153 
3,231 

277 
754 

876 
2,477 

区 2,067 478 1,589 
平成 13 年度 

都 1,141 
3,208 

272 
750 

869 
2,458 

区 2,054 472 1,582 
平成 14 年度 

都 1,133 
3,187 

268 
740 

865 
2,447 

 

２ 許可数の推移（平成 10 年度～平成 14 年度） 

 総 数 許可プール 届出プール 

区 29 20 9 
平成 10 年度 

都 43 
72 

36 
56 

7 
16 

区 49 34 15 
平成 11 年度 

都 110 
159 

98 
132 

12 
27 

区 50 38 12 
平成 12 年度 

都 43 
93 

35 
73 

8 
20 

区 65 56 9 
平成 13 年度 

都 89 
154 

81 
137 

8 
17 

区 65 56 9 
平成 14 年度 

都 89 
154 

81 
137 

8 
17 

 

 

 



諮問事項２〈参考資料４〉 

 

プールにおけるレジオネラ属菌検出状況及びプール熱患者発生状況 

 

１ プール経営許可（届出）施設におけるレジオネラ属菌検出状況（加温装置のあるプール） 

不 適 率  

ﾚｼﾞｵﾈﾗ属菌 遊離残留塩素 大腸菌群 検査年度 

検
査
施
設
数 

検 査 件 数 

基  準  

検出しない 

基  準 

0.4mg/l以上 

基  準 

検出しない 

平均 

水温 

(℃) 

プール本体 52 1.9％ 9.6％ 1.9％ 30.3 
平成 13 年度 52 

ジャグジー等 72 15.3％ 37.5％ 2.8％ 36.5 
プール本体 55 1.8％ 5.5％ 0.0％ 30.1 

平成 14 年度 55 
ジャグジー等 66 25.8％ 21.2％ 3.0％ 37.2 
プール本体 69 0.0％ 4.5％ 1.5％ 30.4 

平成 15 年度 69 
ジャグジー等 78 21.8％ 7.7％ 7.7％ 36.9 

 

 

 

２ 東京都のプール熱（咽頭〔いんとう〕結膜熱）患者報告数 

 

1144

600

645

489

318

536

0

250

500

750

1000

1250

10 11 12 13 14 15

報
告
数

年
15年は10/12現在

 

プール熱患者の約 70％は１～5 歳の幼児である （感染症発生動向調査事業報告書による） 


